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そうであればいいな、とも思っています。   
今年も機関誌第4号が発行できました。私が岩本ゼミに名前ばかりのmとして参加するようにな  
ってから、もうすでに4年の月日が流れたことになります。   
岩本ゼミも春・夏の合宿、ディベート、インゼミや機関誌発行など、様々な年中行事が継続・拡充  
し、青竹会（OB・OG会）も開催されるようになりました。ゼミの「伝統」のようなものが、みなさ  
んに引き継がれていることはとても素晴らしいことだと思います。   
卒業生の皆さん、ご卒業おめでとうございます。これからしばらくは、今までとは全く違う環境で  
戸惑うことも多いかとは思いますが、きっと、これまで以上に充実した日々に恵まれるものと確信し  
ています。   




びます。上京したら、大阪弁はどうなるのかな。以前聞いたあの希望がかなえられますように。   
川村くん、「人物鑑定？」とても楽しく聞いていました。   
浅井くん、その独創性を大切に。   
東くん、王さん、それほど話ができなかったのが残念です。   
桑原さん、八百屋さんでよく会いましたね。これからも野菜を欠かさず、オススメ・レシピを増や  
してください。   
久田くん、インゼミ・コンパ等、自分の仕事をマイペースで、それでいてきちんとこなしている姿  
が印象的でした。   
平井くん、インゼミの責任者だった3回生の頃や、今年度も積極的に後輩たちの勉強会に参加して、  
ひとつひとつアドバイスする姿から「熱さ」と「温かさ」を感じました。   
藤嶋くん、「笑いながら人を斬る」あなたの微笑みに何度「参った」ことか…… これからは「最強  
の」TAとして岩本ゼミをグイグイ引っ張て下さい。でも、飲み会では「抑え役」になってね。   
個性豊かなみなさんとの出会いは、自分にとって大きな財産です。毎年の言葉ですが、みなさんそ  
れぞれの「しあわせ」をこの京都の地から祈願しております。  





上げました。   
そして今回は世銀の対日融資についてを取り上げます。開発や援助を扱う文献の多くは「日本も世  
銀の融資（援助とも言われる）を受入れてきた」という記述でおわり、融資に至る背景はもちろん、  
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＜はじめに＞  
1952年8月，国際復興開発銀行（世界銀行，以下世銀）1に加盟した日本は，66年まで総額8  










第1表  世銀の対日借款一覧  （単位：千ドル）  
調印日  借入人   受益企業   対象事業計画   借款契約額   
1953．10．15  日本開発銀行  関西電力   多奈川火力2基   21，500   
1953．10．15  日本開発銀行   九州電力   苅田火力1基  11，200   
1853．10．15  日本開発銀行   中部電力   三重火力1基   7，500   
1955．10．25  日本開発銀行   八幡製鉄   厚板圧延設備   5，300   
1956．2．21  日本開発銀行   日本鋼管   継ぎ目なし中継管製造整備   2，600   
1956．2．21  日本開発銀行   トヨタ自動車   挙母土場・エ作機械   2，350   
1956．2．21  日本開発銀行   石川島重エ   東京工場・船舶用タービン製造設備   1，650   
1956．2．21  日本開発銀行   三菱造船   長崎造船所・エンジン製造設備   1．500   
1956．12．19  日本開発銀行   川崎製鉄   千葉工場・ストリップミル   20，000   
1956．12．19  農地開発機械公団  農地開発機械公団  上北根川地区開墾事業   1，330  
篠津泥炭地区開墾事業   1．133  
乳牛輸入   984  
保留分   853   
1957．8．9  愛知用水公団  愛知用水公団   愛知用水事業   7，000   
1958．1．29  日本開発銀行   川崎製鉄   千葉工場・高炉，コークス炉   8，000   
1958．6．13  日本開発銀行   関西電力   黒部第四水力発電   37．000   
1958．6．27  日本開発銀行   北陸電力   有峰水力発電   25，000   
1958．7．11  日本開発銀行   住友金属   和歌山工場・高炉上製鋼分塊設備   33，000   
1958．8．18  日本開発銀行   神戸製鋼   灘浜工場・高炉，脇浜工場製鋼   10，000   
1958．9．10  日本開発銀行   中部電力   畑薙第一，第二水力発電   29，000   
195＄．9．10  日本開発銀行   日本鋼管   水江工場転炉   22，000   
1959．2．17  日本開発銀行   電源開発   御母衣水力発電   10，000   
1959．11．12  日本開発銀行   富士製鉄   広畑工場・高炉一基，転炉分塊   24，000   
1959．11．12  日本開発銀行   八幡製鉄   戸畑工場・高炉第2基   20，000   
1980．3．17  日本道路公団   日本道路公団   尼が崎一票京間高速道路   40，000   
1960．12．20  日本開発銀行   川崎製鉄   千葉工場・厚板工場新設   6，000   
1960．12．20  日本開発銀行   住友金属   和歌山工場・コンバインドミル   7．doo   
1961．3．16  日本開発銀行   九州電力   新小倉火力   12，000   
1961．5．2  日本国有鉄道   日本国有鉄道   東海道新幹線   80，000   
1961．＝．29  日本道路公団   日本道路公団   一宮一幕東，尼が崎一西宮開高遠道路   40，000   
1963．9．27  日本道路公団   日本道路公団   東京一静岡開高遠道路   75，000   
1964．4．22  日本道路公団   日本道路公団   豊川一小牧開高遠道路   50，000   
1964．12．23  首都高速連絡公団  首都高速道路公団  羽田一横浜開高遠道路   25，000   
1965．1．13  電源開発（株）   電源開発（株）   九頭竜川水至長野及び湯上発電所建設発電所建設   25，000   
1965．5．26  日本道路公団   日本道路公団   静岡一豊川閤高速道路   75，000   
1965．9．10  蔽神高速道路公団  阪神高速道路公団  神戸市高速道路1号   25，000   
1966．7．29  日本道路公団   日本道路公団   東京一静岡間高速道路   100．000   
合計  862，900   
lBRD，A7〃描／偽印鵬各号及び世界銀行東京事務所［199りより作成。  
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l． 世銀借款に至るまでの電源開発  
1950年代まで日本の発電様式は水主火従であったが，水力発電は当初，調整池をもたない流  
込式が大部分であり渇水期には出力が低下し，敗戦後の各発電所は，戦時中の酷使と戦前戦後  

















第2表 電力制限適用期間（1951年度から55年度まで）  
北海道電力  東北電力  東京電力  中部電力  北陸電力  関西電力  中国電力  四国電力  九州電力   
1951  10－3月   三  ＝   8－3月  4一事月   5－3月   5－3月   6－3月   8－12月  5－2月   
1952  6－3月   4－3月   9－3月  8－3月   4－3月   三  ＝   12－2月  6－3月   Jト3月   
1953  4，8－9月   4－3月   4－3月   4－3月   4－3月   4－3月  4－6，9月  4，6．1ト1月   
1954  ＝   8，11－2月  8一乳1ト12月  8－9，11－1月  11．2月  
1955  3月   ； ＝  
注）電力制限は法的，自主的制限に分類されるが，その内容は電力量制限，休電日，緊急停電，ピークカット等を指す。   
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第3表 電源開発計画の比較（1949－60年）  
開発規模（千kW）  
策定年月  計画名   計画主体   計画期間（年度）  水力   火力  エ事資金（嘩円）   
49年4月  経済安定5カ年計画   経済安定本部   49－53   1，†51   424   2，380   
51年1月  自立経済計画   経済安定本部   51－53   656   312   2，521   
51年4月  電力会社5カ年計画   公益事業委員会   5ト55   6，002   1，323   7，849   
51年10月  電源開発5カ年計画   経済安定本部   52－56   4、，289   1，858   7，178   
52年1月  電気事業5カ年計画   公益事業委員会   52－56   8．510   1，758   14．011   
52年2月  電源開発計画   自由党・経済安定本部  52－56   5，026   1JO81   6，757   
52年1 3，981   1，480   8，528   
53年10月  電力5カ年計画   電源開発調整審議会  53－57   3，703   1，422   8，072   
54年12月  電力5カ年計画   電源開発調整審議会  54－58   2，958   1，638   7，773   
56年1月  電力6カ年計画   電源開発調整審議会  55－60   3，431   2，562   10，063   
56年12月  電力5カ年計画   電源開発調整審議会  56－60   3，572   4，823   13，261   
57年12月  電力長期計画   電源開発調整審議会  57－62   4，383   6，816   18，063   
59年12月  電力長期計画   電源開発調整審議会  59－83   4．057   6，435   15，216   
60年12月  電力長期計画   電源開発調整審議会  ¢0－＄7   8，229  18，995   35，826   
通崖省編【1991】434－35貢，通産省公益事業局公益事業調査課【1961】118－19頁より作成。   
電力不足は当時の異常渇水がひとつの原因ではあったが，占額期から電源開発が順調に進め  










●●●●●●●●●●●● いわば「奪い合い」が激化し，これは同時に水力資源の十分でない電力会社を中心に火力発電  











下，開銀）がその借入金を保証するというものであった13。   
この借款交渉の端緒は，WHが提携先の三菱電機を通じ，1951年夏から中国電力に対し売買  
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契約を持ちかけてきたもので，秋にはWHの依頼した米国の技術コンサルタントが来日し計画  
作成に至ったが，外貨資金及び政府の電源開発5カ年計画との関係等により，交渉は遅延し中  

































借款の早期成立を要請していた22。   
しかし，同月，新木駐米大使23がブラック世銀総裁と会見した際，火力発電借款はEXIMで  
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この案件は，日本が世銀加盟国となる以前からEXIM借款として計画されており，その点も  














したい旨を表明するに至った27。   
さらにブラック世銀総裁は，仮に火力発電借款をEX以から受けるなら，すでに日本が世銀  






判が避けられなかった事情もある30。   
EXIM借款は米国政府の対外政策の一環であり，新政権下での政策変更の結果，交渉成立間  
近－－－EXIMが作成した借款計画がNACにかけられ，「確定的」とまで報道されていた31－  
－－ではあったが，日本政府としては世銀借款への変更を受けざるを得なかった。   
以上の点を勘案し，日本側は火力借款をEXⅡ正から受けることを断念し，改めて6月上旬，  







させる必要があったため実施されなかった32。   
しかし，そのガーナ一世銀調査団に対する日本側の対応が，火力発電借款交渉をはじめ，後  
の交渉に強く影響することになる。  
151   
第4表 関連年表  
1950  四  電気事業再編令，公益事業令公布   
1951  口  経済安定本部，経済自立3カ年計画策定尭表   
1951  5  9電力会社発足   
1951  5  米国海外技術調査団（OCl），公益事業委員会に電源開発融資計画提示   
1951  5  公益事業垂鼻会，51年度電力施設計画の成案（第3表参照）   
1951  8  政府，B資料を提出（53年度までに390万kW新規電源周発と8億3千万ドルの外資導入の要を強調）   
1951  9  公益事業委員会，渇水ならびに石炭不足のため電気の使用制限の告示（52年3月まで，第2表参照）   
1951  10  潅済安定本部，電源開発5カ年計画発表（緊急電源開発計画要綱）   
叩51  円  電力中央研究所設立   
1951  印  衆院本会議，電源開発促進決議を可決   
1952  ■  華益事業費員会．電源開発8カ年計轡発表   
1952  3  九州電九築上火力発電所運転開始（3．5方kW），新鋭国産火力のはじめ   
1952  4  講和条約・日米安全保障条約発効．GHQ廃止，由償指定施設の指衰解除   
1952  5  衆院本会轟，電源開発促進法案可決 
1952  5  OCl．只見川本流開発を勧告   
1952  7  関西電力，多奈川火力発電所1，2号機新設工事着エ   
1952  7  電源開発促進法公布．経済安定本部廃止   
1952  8  公益事業委員会廃止，通産省公益事業局発足，経済審議庁発足   
1952  8  電源開発調整審護会発足   
1952  8  日本，IMF・世銀に加盟   
1952  8  九州電力，苅田火力発電所第1期建設工事   
1952  9  電源開発株式会社設立   
1952  10  世銀，対日調査団派遣（ガーナ一別総裁は12月訪日）   
1952  皿  関西電力，EXIMに対して正式な融資申込   
1953  ロ  電力制限本州6社に発動．通底省告示による電気の使用制限実施   
1953  2  EXIM理事会，対日火力発電借款の承認   
1953  4  米．EXIMの融資方針の転換   
1953  6  火力発電プロジェクトをEXIM借款から世銀借款へ正式に変更   
1953  8  3電力会社，アメリカの民間銀行から短期融資（つなぎ融資）   
1953  7  「国際復興開発銀行からの外資受入れに関する特別措置に関する法律」公布施行   
1953  8  政府，世銀との火力借款につき世銀中人条件を承認   
1953  10  世銀の火力発電借款成立   
195畠  皿  世銀，対日調査団派遣（ドール調査団）   
1953  12  火力発電借款の第1回の資金借入，同時に日本政府は一般担保証書に署名，世銀に提出   
1954  2  中部電力，三重火力発電所建設開始   
1954  9  電気料金改定（9電力会社）実施   
1954  12  電源開発㈱．秋葉水力発電所についてアメリカ銀行借款   
1955  l  東京電力，鶴見第2火力発電所（6．6万kW）運転開始，日本初のユニットシステム   
1955  口  火力設億の近代化構想（松永試案）発表，火主水従，新鋭高能率火力建設と重油専燃   
1955  亭  九州電力，上椎葉水力発電所（9万kW）運転開始，日本初のアーチダム   
1955  7  経済企画庁発足   
1955  12  中部電力，三重火力発電所第1期運転開始（6．6万kW），日本初の屋外式   
1956  2  東京電力，千葉火力発電所第3期についてメーカー借款   
1956  3  中部電力，新名古屋火力発電所第1期についてメーカー借款   
1958  3  EX洞，関西電力向け火力設備借款1，400万ドルを受諾   
1956  3  九州電力，苅田火力発電所第1期運転開始（7．5万kW）   
195¢  4  関西電九多奈川火力発電所1号機運転開始（7．5万kW）．2号機は11月30日   
1956  4  電源開発㈱，佐久間水力発電所運転開始（35万kW）   




している場合は，前回の調査を追跡することに限定されるのが，一般的である33。   
日本もこの例外ではなかった。世銀は，日本が加盟国となった52年秋に対日調査団を派遣し  










第5表  世銀へ提出した重点事業の所要総資金計画量（1951年度当時）  
所要資金（千ドル）   所管省   
電源開発   318，000（または365，000）   通産省   
自動車道路   31乳000   建設省   
愛知用水   50，834   農林省   
国鉄電化   124，980   運輸省   
エ業藩   13，800   運輸省   
航空機購入   7，600   運輸省   
合理化機械輸入   30，090   通産省   
計   863，284（または910，284）   
注）電源開発計画の金額は只見川の開発方式の違いによるものである。  




められていた36。   
さらに，調査団が各地域を回るにあたり，上述の日本政府作成の候補案件リストに載ってい  
ない要請が，世銀借款への期待もあって各地方の知事や企業家から続出した。   
こうした政府の過大な案件リスト，あるいは地方・民間企業からのリスト以外の要請によっ  
て，日本の要請は秩序だっておらず，日本政府は調整能力もない，と調査団の印象を悪化させ  




れるほどであった38。   
記者会見の席上でガーナーは，「世銀借款どころの話ではない。まず，スコットランドの公認  
会計士を連れてきた方がいい」と述べ，ここには「スコットランドは，その節倹ぶりで世界に  


























と日本への融資は支持した42。   
ここで，世銀総裁ブラックが本件のEXM借款から世銀借款への変更を積極的に働きかけて  
いた態度と，副総裁のガーナーの日本に対する見解は矛盾しているようにもみえるが，ガーナ  






Ⅳ． 世銀の条件と日本の対応  




国内の所要措置をとる必要があった。   
世銀協定では，借入人は借入残高について世銀側の要求があった場合，債券提供の義務が課  









れ，世銀借款に対する国内体制を固めたのである。   
こうして予算，法律上の必要措置を完了したが，政府は債券の発行をできるだけ避けたい意  
向であった。   
世銀古も 日本に限って例外的に契約から債券提供義務の条項を削除することはできないとし  




2，世銀の対日融資方針と日本の妥協   
世銀借款は，特例を除き復興又は開発に関する特定のプロジェクトを対象にし，これは加盟  
国の生産資源を増加するため最も有益かつ緊急なもの，及び例外を除き外貨支出をみたすもの  



















コミッティーに付議され，その承認を得た上で理事会にかかって正式に決定される。   
世銀側の懸念は主に，開発計画の過大，工事完了の不確実性，電力原価高騰による収益の低  
下にあった50。そこで料金値上げ，電源開発計画，負債比率の改善，日本政府の資金供給義務，  
および政府保証を含む担保等に関する融資条件が提示された。   
この交渉の中で焦点となった政府保証，担保，料金値上についてまとめると以下の通りにな  
る。  
・政府保証開運   
世銀協定では政府以外の借入人（民間企業等）に対する借款の場合，加盟国政府又はその中  
央銀行，あるいは世銀の承認する同等の機関による返済保証が必要と規定されており51，政府  




取り付けによる必要以上の介入を避けたい民間企業にとっても，ひとつの解決策となった52。   
この転貸方式は，現在でも一般に中小企業への貸出方式として活用されているツー・ステツ  
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プ・ローン（twosteploan，あるいはDevelopmentLoanthroughBankingsystem，開発金融借款と同  
義）であり，上記のメリットの他に開発金融機関（本稿では開銀）の審査，貸付業務等を有効  





・担保問題   
日本側は当初，EXIM借款の交渉時と同様に無担保を希望していたが，日本の借入能力に懐  
疑的なこともあって世銀側は譲らず，日本政府の提案した電力会社の開銀に対する債務証書を，  















条項を含む契約はすべて訂正するよう要求してきた57。   
日本側は，実質的にはともかく形式的には世銀の判断が正しいことを認めざるを得なかった  
ので，その対策のため本借款調印は延期となり，渡米中の小笠原蔵相は世銀との契約調印が出  

















・交渉中に問題となったその他の事項   
世銀は電力会社の役員変更について，世銀の承認を要する点を求めたが，日本国内の激しい  
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第7表  借款契約概要  
借入年度  事業者名，発電所名  総工事費（百万円）（A）  融資期間，融資条件（％），借入額（百万円）（B）  世銀借款の割合（B／A）（％）   
1953   中部電九三重  5，323   20年」年5．5（含卜開銀保証料0．畠），2，700   50．7   
1953   関西電力，多奈川  12，009 岡上，7，740   64．5   
1953   九州電力，苅田  6，631   同上，4，032   60．8   
経済企画庁総合計画局【1968】，大蔵省［1999】より作成。   
これら中部電力，関西電力，九州電力各社の電力供給範囲は，日本国土の総面積の約30％を  
占め，人口のおよそ－40％を含み，新規に建設される発電所は合計29万1，000kWの出力をもち，  















第8裏  金業体別年度別財政資金投入療推移表  （単位：百万円）  
1951   1952   1953   1954   1955   
9電力会社   
水力   11，158   22，907   29，358  18，698   10，393   
火力   4，000   6，881   7，5糾   7，721 7，109   
（石炭火力）   4．000   6，881   7，564   7．721   7，077   
（重油火力）   （－）   （－）   （⊥）   （－）   32   
送変電，その他   4，892   3，831   3，412   5．775   4，900   
開銀資金計（A）   19，850   33，619   40，334  32．194   22，402   
総工事費金（B）   4了，430   99，240  130，890  118，382   122，575  
総工事資金に占める開銀資金の割合（A／B）（％）   41．9   33．9   30．9   27．7   18．3   
電源開発（株）   
政府出資  5，050   13，050  12，000   3，000   
資金運用部  800   5，000  14，500   6，900   
簡保，余剰農産物資金融通特別会計等  499   21   17，282   
財政資金計（A）  5，850   18，549  26，521   7，182   
総工事資金（B）  2，401   19，778  30，269   35，703   
総工事資金に占める財政資金の割合（A／B）（％）  243．6   93．8   87．6   76．1   
公営   
政府引受債（財政資金）（A）   2，415   6，130   7，995   8，490   9，700   
総工事費金（B）   2，430   6，130   9，460   9，990   12，＄20   
総工事資金に占める財政資金の割合（A／B）（％）   99．4   100   84．5   85   78．7   
その他事業者等  
開銀資金（A）   100   180   948   870   180   
総工事費金（B）   166   477   2，161   2，199   1，382   
総工事資金に占める財政資金の割合（A／B）（％）   60．2   37．7   43．9   39．6   13   
合計   
開銀等財政資金（A）   22，365   45，779   67，826  68．075   5乳444  
総工事資金（B）   50，026  108，248  162，089  158，840   172，280   
総工事資金に占める財政資金の割合（A／B）（％）   44．7   42．3   41」8   42．9   34．5   
注1）世銀借款の占める割合については前出第7表参照のこと。  
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注2）電源開発（株）の総工事費金に対する財政資金の割合が100％を超えているのは，債務償還も含む総所要資金に対して財政   
資金が投入されていることによる。  
経済企画庁総合計画局【1968】604頁より作成。   
この環境下で電力3社にとって，世銀との契約内容の中に，必要と判断された場合政府ある  
いは開銀からの追加融資を含めた措置が適用されることが保証され プロジェクト完了の確実  
性を高めた点は，世銀からの借入と同様の利点があった。   
つなぎ融資によって既に開始されているこのプロジェクトの所要手続を早期に完了し，同時  
にガーナー調査団以来の日本の状況把握につとめるため，53年11月一－一調印の約1ケ月後  
－－一 世銀は，ドール（前出）を団長とする調査団を派遣した。   
火力発電借款の最終案については，ドール調査団との協議後の11月中に完成し，12月未第1  





解したからである」と評価する70。   
ガーナー調査団への対応から火力電力借款交渉まで，日本と世銀との間には大きな認識のギ  
ャップーーー 「カルチャーギャップ」あるいは「カルチャーショック」とさえも言われる71－  
－－が存在していたが，各種の交渉を通じ日本側が世銀を単なる融資機関ではなく，各プロジ  
ェクトの細部，結果に関しても注意すると認識し，後の世銀借款交渉でも活かされる点は看過  







れ，最終的には日本を模範的な借入国として見なすように」なったとも言われる73。   
その後の世銀の対日借款は，日本の経済発展を通じる借入能力への信頼性向上にもよろうが，  
ブラック世銀総裁（世銀の日本担当者も同行）の57年5月の訪問を機に変化する（第1表参照）。   
それまで要請しても「例外的なもの」74として認められなかったインパクト・ローンが承認  
され，53年6月当時には2－3年間で1億ドルであった対日融資枠も3年間に3億ドルへと拡大  
し，「煩雑な借入手続の簡素化」も約束されたのであった75。 、   
ガーナー調査団派遣から，すでに5年以上の歳月が過ぎていた。  
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＜おわりに＞   
世銀とEXIMとの対立や米国の対外経済政策の変更，占領下の電力事業再編成に影響された  
という内外環境の錯綜の中で実行された対日火力発電借款は，日本の借入能力が懐疑的にみら  









も注意すべきは一面的理解に基づく，経験の誤用に他ならない。   
時には日本が借入能力や政府の調整力を疑われ，決して世銀の「優等生」ではなかった頃の，  
世銀の対日火力発電借款の事例は，その背景や影響も合わせて多様な視角から検討する必要性  
を示唆している。   
本稿で残された課題のひとつに，世銀の対日火力発電借款が日本国内にいかなる影響を与え  
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